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総務省官民競争入札等監理委員会事務局 

 



第５９３回入札監理小委員会議事次第 

 

日 時：令和２年７月10日（金）14：23～15：16 

場 所：永田町合同庁舎１階  第１共用会議室 

 

 

１．開会 

２．事業評価（案）の審議 

 ○道路、河川・ダム、都市公園における発注者支援業務等（国土交通省） 

 ○港湾、空港における発注者支援業務（国土交通省） 

３．閉会 

 

＜出席者＞ 

（委 員） 

  井熊主査、関野副主査、加藤専門委員 

 

（国土交通省） 

  大臣官房 技術調査課 近藤建設システム管理企画室長 

             渡邉課長補佐 

 

（国土交通省） 

  港湾局 技術企画課 内藤建設企画室長 

            今津品質確保企画官 

            三浦専門官 

 

（事務局） 

  足達参事官、小原参事官、飯村企画官 
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○事務局 それでは、ただいまから第５９２回入札監理小委員会を開催いたします。 

 初めに、「道路、河川・ダム、都市公園における発注者支援業務等」の実施状況について、

国土交通省大臣官房技術調査課、近藤建設システム管理企画室長より、御説明をお願いし

たいと思います。よろしくお願いいたします。 

○近藤建設システム管理企画室長 国土交通省技術調査課の近藤でございます。どうぞよ

ろしくお願いいたします。 

 それでは、資料に基づきまして御説明を申し上げます。お手元の資料１を御覧ください。 

 御案内のとおりでございますが、道路、河川・ダム、都市公園における発注者支援業務

等につきましては、平成２３年度から民間競争入札を実施してまいったところでございま

す。こちらの資料は、令和元年度に業務を完了するものの実施概要を取りまとめたもので

ございます。 

 まず、１ページ目の１の（１）でございます。事業の概要を書いておりますけれども、

２つ目のパラグラフにございますとおり、先ほど令和元年度に完了した業務と申し上げま

したが、それは単年度で終了する業務のほかに、２９年度から３か年、２９、３０、３１、

それから３０年度から２か年の契約といった複数年度の業務が含まれてございます。 

 続きまして、対象事業の件数でございますが、（２）にございますとおり、発注者支援業

務が７４２件、公物管理補助業務が２４３件、そして、用地補償総合技術業務が２８件と

なっております。 

 （３）、受託事業者でございますけれども、まず、弘済会等が１１件、シェアで申します

と約１％となっております。続いて、弘済会と民間のＪＶが１２件、これが約１％、その

他の民間等が９９０件、約９８％となっております。これは、東北のいわゆる震災復興関

連業務を除きまして、平成２８年度で事業譲渡が完了しているという状況でございますの

で、その他の民間等が高いシェアとなっております。 

 続きまして（４）、確保すべき公共サービスの質でございますが、別紙１にお付けしてい

るとおりでございます。詳細の説明は割愛をさせていただきます。 

 続きまして、２ページ目を御覧ください。対象公共サービスの実施内容に関する評価で

ございます。 

 まず、（１）対象サービスの質の達成状況ということで、真ん中の表に業務の種類ごとの

平均評定点をまとめさせていただいております。表の一番下に、全体という欄があります

けれども、こちらを御覧いただきますと、平成２２年の平均評定点が７５.９ということに
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なっておりますけれども、それに対しまして、令和元年度に完了した業務は３か年契約、

２か年契約、単年度のいずれにつきましても７８点を上回っているということであります。

私どもの業務は、６０点以上は及第点ということでございますので、発注者が求める業務

の品質は確保されているという評価をしております。 

 続きまして、（２）民間事業者の創意工夫の評価でございます。これは受注した民間業者

の方から様々な創意工夫の提案をいただいておりますけれども、その辺の主な事例をまと

めたものでございます。アのところに業務の実施方針に関する提案内容が書かれておりま

すけれども、例えば、１つ目のポツでございますが、照査専門の技術者を独自に配置して

品質確保に努めた事例ですとか、あるいは、２つ目のポツですけれども、独自の業務処理

の経過に関する記録表を作成して活用することで、進捗管理を円滑に実施したという事例

がございます。 

 続いて、業務に対する技術提案内容のところでございますけれども、積算技術業務の話

が３ページ目のほうに書いておりますけれども、例えば、独自のマニュアルを活用して研

修会を実施することで、技術情報の一元的な管理ですとか共有を図った事例がございます。

それから、その下の工事監督支援業務につきましては、担当者の技術サポートを行う体制

の確保を図った事例です。それから、その下の技術審査業務につきましては、情報管理の

一環として、入室に指紋認証装置を設置した事例がございます。その下の河川巡視支援業

務でございますが、こちらは河川の巡視に当たりまして、発注者が定めるものに加えて、

企業として重点的に巡視をするテーマを決めて巡視をいただくことで、施設の異常を的確

に把握するように努めたという事例。その下の許認可審査業務では、災害時に業務担当者

以外の技術者を配置いたしまして、積極的な情報収集を行った事例。さらには、その下の

用地補償総合技術業務につきましては、交渉が難航している地権者に対しまして、解決に

向けての工程表を示しながら、早期解決に向けて努力をしていただいた事例がございます。 

 続きまして、実施経費についての評価でございます。これは、例年同様でございますけ

れども、業務ごとに実施内容ですとか業務量、実施期間等が異なるため、直接の経費の比

較が技術的に困難ということから、競争性の観点につきましては、平均応札者数と１者応

札者数の推移によりまして評価、それから、経費削減の観点につきましては、平均落札率

の推移で評価を実施しております。 

 まず初めに、（１）平均応札者数の推移でございます。これは４ページ目の上に表がござ

いますけれども、業務の種類によって少しばらつきがございますけれども、一番下の全体
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の欄で言いますと、２２年度の平均応札者数が２.４だったのに対しまして、今回は３か年

業務が１.２、２か年業務が２.７、それから単年度業務が２.９となっておりまして、全体

として３か年業務は少し低いということですけれども、それを除けば、２２年度よりも増

加していると理解しております。 

 続きまして、（２）１者応札の割合の推移でございます。こちらは４ページ目の真ん中の

表でございます。こちらに関しましては、平成２２年度の１者応札の割合が全体で４７％

でございましたけれども、昨年度、完了した業務につきましては、３か年業務が９０％、

２か年が５５％、単年度が６６％となっておりまして、いずれの業務につきましても、２

２年度と比べて１者応札の割合が増加しているという結果となっております。 

 資料には書いてございませんけれども、この理由の１つといたしましては、まだやや推

測の域は出ませんけれども、２２年当時は国交省の公共事業予算が減少の一途をたどって

いた時期でございました。公共事業の推進という意味でいうと、非常に厳しい状況の中、

限られた公共事業の中で少しでも業務を受注するという、ある意味、力学が働いていたと

推測できるのかと思っております。それに対しまして、近年はその当時と比べますと、公

共事業予算の環境面では、ある程度、回復している状況もございますので、そういったこ

とも１つの原因として考えられるのかと思っております。 

 なお、４ページ目の真ん中に文字で書いておりますけれども、１者応札は、特に公物管

理補助業務、中でも河川許認可支援業務などの発注件数が少ない業務において、集中して

いる傾向が見られているところでございます。 

 続きまして、（３）平均落札率の推移でございます。４ページ目の一番下の表でございま

す。こちらの全体で説明させていただきますが、平成２２年度単年度の平均落札率が８６％、

今回、終了した業務で、３か年が９４％、２か年が８８％、単年度が９０％ということに

なっておりまして、おおむね、これは２２年度のレベルと比較して、ほぼ横ばいなのかと

認識をしているところでございます。 

 続きまして、５ページ目、事業譲渡対象業務の成績評定でございます。こちらにつきま

しても、平成２８年度で東北の復興関係を除いて、事業譲渡が完了したことに伴いまして、

昨年度に引き続き、今年度も特段、事業譲渡された業務はございませんでしたので、成績

評定の比較により評価は行っていないというところでございます。 

 最後、６ページ目、まとめでございます。まず、評価の総括ですけれども、令和元年度

完了業務の平均評定点は、先ほど御説明したとおり、民間競争入札実施前を上回っており
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ますので、確保されるべき公共サービスの質につきましては、十分に達成していると考え

ております。また、平均落札率につきましても、民間競争入札実施前とほぼ同程度と評価

できるかと思っておりまして、適切な受注価格で業務が履行されていると考えているとこ

ろでございます。 

 続きまして、（２）今後の方針でございますが、これまで先生方に御指導もいただきなが

ら、入札参加資格要件等の見直しを実施してきたところではございますが、結果として、

１者応札の割合は増加しているというところでございます。こちらにつきましては、先ほ

ど私が口頭で申し上げましたけれども、ある種、予算の外部環境の面というものが１つあ

るのかと思っておりますし、それから、こちらの資料に書いている部分ですけれども、特

に公物管理補助業務につきましては、人手不足が非常に多くて、技術者が確保できないと

いう話ですとか、あるいは、業務内容が公物管理ということで専門的過ぎるといった意見、

こういうものはどうしても資格要件の緩和によらない部分なのかと思いますけれども、そ

ういった意見があるということも確認しているところでございます。 

 ただ、公告の準備をこれから行いますので、それに向けまして、引き続き、あくまで業

務の品質の確保に配慮しつつということでありますが、競争性の改善の取組につきまして

も行ってまいりたいと考えております。その際、複数年契約につきましても、アンケート

で肯定的な意見もいただいているところでございますので、こういった取組も継続してま

いりたいと思います。 

 次回の公告に向けまして、昨年も対応させていただきましたが、引き続き、業者の皆様

等にアンケートですとかヒアリングを実施して、改善ですとか緩和が必要な事項等の検討

を行って、その結果を適切に反映してまいりたいと考えております。 

 最後でございます。その先の話で恐縮でございますが、１年後、来年度の評価審議まで

に、これまで実施してまいりました取組の効果を分析いたしまして、来年度の評価審議に

おきまして、本事業の総括的な評価を行って、市場化テストの終了につきまして検討して

まいりたいと考えております。 

 以上で説明を終わらせていただきます。 

○事務局 ありがとうございました。 

 続きまして、当事業の評価（案）につきまして、総務省より説明いたします。 

○事務局 続きまして、総務省から評価（案）について御説明させていただきます。 

 事業の概要等につきましては、先ほど御説明がありましたので省略させていただきます。 
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 評価の概要になります。この事業につきましては、平成２８年度の評価において旧建設

弘済会等による事業譲渡が完了した段階において、継続するかどうかの結論を得ることが

適当であるとされたところでございまして、旧建設弘済会等による事業譲渡が全て完了し

ていない点も踏まえまして、民間競争入札を継続するという形を考えております。ただ、

上記の事業譲渡が完了する来年度の評価において、事業の総括的な評価を行う予定でござ

います。 

 続きまして、確保されるべき質の達成状況でございます。全ての評価対象業務が実施要

綱において、実績として認める評定点は６０点以上でありますので、質は達成されている

ものと評価できます。 

 続きまして、実施経費等についてでございます。平均応札者数の推移でございますが、

従前の事業と比較しますと、平成３０年度の事業と令和元年度の事業につきましては増加

しております。 

 続きまして、１者応札の割合の推移でございます。従前の事業と比較しますと、いずれ

も増加している形でございます。 

 続きまして、平均落札率の推移でございます。従前の事業と比較しまして増加している

形でございます。 

 最後に、評価のまとめでございます。公共サービスの質につきましては、達成されてい

ると評価できます。競争性の観点につきましては、１者応札の割合は、従前事業と比較し

まして高くなっており課題が認められるものの、平均応札者数につきましては、従前事業

と比較して増加しており、若干の改善が図られていると考えております。経費削減の観点

につきましては、全体の平均落札率が従前事業と比べまして大きな変化が見られず、大き

な改善がされたとは言えないと考えております。 

 今後の方針につきましてですが、次期事業においても、引き続き、民間競争入札を実施

することにより、特に競争性を確保するための取組を検討するよう求めると共に、旧建設

弘済会の事業譲渡が完了した来年度の評価において、事業の総括的な評価を行い、市場化

テストを終了の可否も含めた結論を得ることとしたいと思います。 

 以上です。 

○事務局 ありがとうございました。 

 それでは、ただいま御説明いただきました事業の実施状況及び評価（案）について、御

質問、御意見のある委員は御発言を、お願いいたします。 
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○加藤専門委員 伺っていいですか。 

○事務局 よろしくお願いします。 

○加藤専門委員 評価（案）では特に意見はなくて、先ほど御説明の中で、公物管理補助

業務が、１社があって業務の特性なのかという御説明があったと思うんですけども、応札

者数と平均落札率、いずれも、どちらかというと、工事管理支援業務は人気があって、そ

れ以外は１社ちょいぐらいの応札なのかという形で、平均的な統計の数値を見るとそう見

えるんですけど、工事監督支援業務と、それ以外の業務に決定的な受ける側の違いみたい

なものはあるんですか。 

○近藤建設システム管理企画室長 業務の内容を考えますと、工事監督支援業務につきま

しては、受注者、発注者という立場の違いはありますけれども、まさに建設会社が受注者

として日頃、監督職員と頻繁に協議をすることから考えますと、割と建設会社の側にとっ

ても、なじみが最もあるのかと考えておりまして、そういう意味で言うと、それが発注者

側に来ると工事監督支援業務ということで業務を実施するわけですけれども、イメージし

やすくて、手も挙がりやすいという面があるのかと考えております。 

○加藤専門委員 ありがとうございます。 

○事務局 ほかに御意見はございますでしょうか。 

○井熊主査 井熊です。よろしいですか。 

○事務局 井熊主査、お願いいたします。 

○井熊主査 今の加藤先生が言われたものと重複しているんですけれども、全体として、

全部ひっくるめてこういう傾向にあるという評価（案）なんですか。これは業務ごとに大

分傾向が違います。例えば、工事監督支援業務については平均応札者数も非常に多いんだ

けど、ほかのところを見るとあまり改善の余地は見られないし、それから、応札者数が多

いところほど落札率が低いとか、そういう個別業務ごとに傾向があるので、次の評価のと

きには、ぜひそういうところも含めて、応札者数が低いところに対して何をしたらいいか

というのが多分政策的には一番重要な部分かと思いますので、そういうところについての

分析等も、ぜひよろしくお願いしたいと思います。 

○近藤建設システム管理企画室長 御指摘を踏まえて、検討させていただきたいと思いま

す。 

○事務局 関野先生、お願いします。 

○関野副主査 御説明ありがとうございました。 
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 １点、民間の創意工夫というところで、いろいろあるんですけど、これは１％しか占め

ていない旧弘済会のアイデアというのは入っていますか、いませんか。 

○近藤建設システム管理企画室長 途中、御質問が聞き取りにくかったんですけれども、

１％とおっしゃるのは、どちらの……。 

○関野副主査 旧弘済会はもともと１１件ですか。１％しか占めていないですけど、そこ

の弘済会からの提案というのは入っているのですかという質問です。 

○近藤建設システム管理企画室長 確認いたしましたところ、弘済会からの提案は入って

ございません。 

○関野副主査 ということは、ジョイントベンチャーの民間企業か、準民間企業の方がこ

のようなアイデアを出したという理解ですね。 

○近藤建設システム管理企画室長 はい。そういう理解で結構でございます。 

○関野副主査 別に評価に影響するわけではないですけれども、ありがとうございました。 

○事務局 ほかにいかがでしょうか。 

 井熊主査、よろしくお願いします。 

○井熊主査 本件に関しましては、次回に向けて、より評価を高めるということで、それ

を前提に継続とする方向で先生方、よろしゅうございますね。 

（「異議なし」の声あり） 

○井熊主査 では、そういうことで、事務局におかれましては、本日の審議を踏まえまし

て、事業を継続する方向で、監理委員会に報告するよう、お願いいたします。 

 本日はどうもありがとうございました。 

○事務局 ありがとうございました。 

（国土交通省退室） 

（国土交通省入室） 

○事務局 続きまして、「港湾、空港における発注者支援業務」の実施状況について、国土

交通省港湾局技術企画課、内藤建設企画室長より御説明をお願いしたいと思います。 

○内藤建設企画室長 それでは、港湾、空港における発注者支援業務の状況について、御

説明をさせていただきます。国土交通省港湾局技術企画課、内藤でございます。 

 本日は資料２を用いて、令和元年度の実施状況と、あと途中、参考資料１を用いまして、

令和２年度の発注状況について御説明をさせていただこうと思います。 

 まず、資料２の１枚目を御覧いただければと思います。令和元年度の実施状況について
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でございますが、（１）の事業の概要にございますが、令和元年度に業務が完了したものと

しまして、内訳としましては、平成３０年度の複数年契約の２年目のもの、それから、令

和元年度、単年度契約して実施した事業について御報告いたします。その下（２）にあり

ますように、併せて９７件、令和元年度単年度のものが４０件、平成３０年度複数年度の

ものが５７件でございました。９７件のうち、受託事業者の内訳としましては、その下の

（３）にありますとおり、一般財団法人港湾空港総合技術サービスセンター、ＳＣＯＰＥ

とこの後は呼ばせていただきますが、ＳＣＯＰＥが受託したものが５１件、その他の民間

企業が３１件という結果でございました。 

 １枚おめくりいただきますと、２番で対象公共サービスの実施内容に関する評価でござ

います。（１）のところで、質に関しての達成状況を書いてございます。そちらにつきまし

ては、年度別の平均総合評定点ということで比較をさせていただきます。２ページの真ん

中辺りに表になってございますが、平成２３年度につきましては、発注者支援業務が４つ、

それぞれありますが、平均して全体で７６.４点であったものが、令和元年度実施分につき

ましては、７７.７点から７７.８点ということで、品質は同様に確保されてきているかと

思ってございます。 

 また、具体的な工夫を受注者のほうでして、実施していただいてございますが、それに

つきましては、その下、（２）としまして、次のページまでいろいろと列挙してございます

が、本日、お時間の関係で御説明は省略させていただきます。 

 ３ページ目の下のところで、実施経費についての評価ということでございます。本業務

は例年、このように説明させていただいておりますが、それぞれ本業務は業務ごとに実施

内容、業務量、実施期間等が異なりますので、平成２３年以前と直接、金額で比較という

のが難しいので、競争性の観点については平均応札者数及び１者応札の割合がどのように

変化したか、また、経費削減の観点については平均落札率の推移で評価をしているところ

でございます。 

 具体的には、１枚またおめくりいただきまして、４ページ目になります。一番上、（１）

でございますが、平均応札者数の推移といたしましては、表の真ん中辺りに平成２３年度

と書いてございますが、発注者支援業務は全体で１.６者の応札状況であったものが、令和

元年度の実施結果としましては、１.１から１.３社ということで、やや減少した状態が続

いております。 

 その下、（２）１者応札割合の推移でございます。こちらも平成２３年度が６４.５％で
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あったものに対しまして、令和元年度実施したものにつきましては、８７.７から８５％と

いうことで、平成２３年度に比べると高い状態になってございます。 

 （３）番の平均落札率の推移でございますが、こちらも平成２３年度、９１.６％であっ

たものに対して、令和元年度は９２.５％から９１.８％ということで、同程度か少し高め

かというぐらいになってございます。 

 ここまでが令和元年度の実施状況でございますが、一度、参考資料１のほうに移らせて

いただきます。こちらの資料で令和２年度、今年度の４月の発注状況が出ておりますので、

取りまとめましたので御報告をさせていただきます。参考資料１の一番上のところに分析

条件を書いてございますが、この資料では、平成２３年度と令和元年度、そして、今年の

令和２年度の発注状況についての比較を御報告いたします。対象としていますのは、４月

の１か月で契約に至ったデータ。ただ、金額につきましては、複数年契約のものもござい

ますが、それにつきましては、全体契約額のうち、該当年の年割額で整理をしてございま

す。また、日本の東北から九州までの８地方整備局に加えて北海道開発局、そして内閣の

沖縄総合事務局のデータも含んだものでございます。 

 その下の２ポツのところで、令和２年度の契約等の傾向というところでまとめてござい

ますが、１）の契約件数及び支出金額でございますが、令和元年度と令和２年度で比べま

すと、件数につきましては８８件から１０５件ということで１.１９倍に、金額につきまし

ては約４２億円から５５億円ということで１.３０倍になってございます。その下、２）で

契約相手別の受注割合状況を付けてございます。こちらについては大きな変化はなかった

のかと思ってございます。 

 １枚おめくりいただきまして、参考資料１の２ページ目でございますが、３）年度別の

業務履行状況でございます。こちらは令和元年に複数年契約したものと、今年度単年度契

約したものになりますが、業務履行件数につきましては、対前年度比が１４５から１５３

に増えていますので、件数が１.０６倍、支出金額につきましては、約８１億円から８２億

円ということで１.０１倍になってございます。 

 その下の４）でございますが、こちらは年度別の業務履行状況における契約相手別の受

注割合状況でございますが、件数、金額ともＳＣＯＰＥにつきましては大体５２％で、件

数、履行金額が４０数％というところになってございます。民間企業につきましては、件

数が３６％から３８％とやや増えていたり、履行金額も３７％から３９％ということで、

対前年で見ますと多少増えている状況にございます。 
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 １枚おめくりいただきまして、３ページ目でございます。競争性の改善状況でございま

す。こちらは先ほどの資料２と少しかぶるところがございますが、平均応札者数の推移と

しましては、平成２３年発注が１.６だったものに対して、令和元年が１.３から１.１、令

和２年、発注が１.２ということで同様の状況かと。１者応札の割合でございますが、平成

２３年発注、６５％に比べますと、令和元年発注が先ほどの資料で言いますとおり、単年

度契約が８５％、複数年契約が９２％でありましたが、令和２年度発注分につきましては、

対前年に比べますと８２％、８０％ということで若干減少傾向が見えてきているかと思っ

ているところでございます。 

 次の４ページを御覧いただければと思います。１者応札の状況を地域別と業務分野別で

まとめてございます。小さな文字になっており恐縮でございますが、４ページの上のほう

の表で地域別状況、地域差が凸凹とありますが、全国的に見ますと、先ほども申し上げま

したが、令和元年度は１者応札が８９％、全体右下の全国というところでございますが、

８９％だったものが令和２年度は８１％ということで、減少傾向にあるかと思ってござい

ます。 

 また、業務別の状況につきましても、ほとんどの発注業務別でも減少傾向が見られたか

と思ってございますので、その下、５）に書いてございますが、この春、令和２年度に契

約業務における要件緩和というものにつきましては、次の５ページに表をまとめてござい

ますが、今までやってきた要件緩和に加えまして、担当技術者の業務実績とか監理技術者

の地域精通度の評価の加点のところを緩和しましたが、その効果が少し現れてきているの

かと、１者応札の割合が低下しているのかと考えているところでございます。 

 ５ページを飛ばしまして、６ページを御覧いただければと思います。平均落札率の状況

でございますが、こちらについては、ＳＣＯＰＥのものは９３％の辺りになっております

が、民間のほうは８０％、こちらは大きな変化はないかと思ってございますが、若干民間

企業のほうが高くなってきているので、ＳＣＯＰＥと民間企業の差が縮まっているのかと

いう傾向が見えてございます。 

 参考資料１の最後になりますが、７ページでございます。複数年度業務というものを導

入してきてございますが、こちらにつきましても、１者応札は先ほど、対前年で見ると全

体的に減ってきているかという中で、こちらも複数年と単年度で大きな違いがあるかとい

うと、大きな違いはなく全体的に１者応札が減ってきているのかと考えてございます。 

 ７ページの中段、６ポツでございますが、今年度の入札経過を踏まえて今後どうしてい
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くかというところでございますが、競争性改善に向けた要件緩和、今回の要件緩和が１者

応札割合低下に効果があったのではないかと考えておりますが、もう少し分析もしつつ、

引き続き、さらなる競争性の改善に向けて、民間企業へのアンケートですとか、そういっ

た改善に向けた取組を行っていくことを考えてございます。 

 以上の令和元年度の実施状況と令和２年度の発注状況を踏まえまして、資料２の５ペー

ジにお戻りいただければと思います。 

 こちらで全体のまとめとしてございますが、（１）で、今まで御説明したとおりでござい

ますが、評価の総括としましては、業務の品質確保という点では成績評定点を見る限り、

しっかりと確保できていると考えてございます。競争性という観点につきましては、これ

までいろいろと要件緩和等の見直しを行ってきているところでございます。民間企業の

方々に参入しやすい環境をできるだけ創出しているつもりでございますが、それ以外に、

近年、業界全体で技術者不足ですとか、そういった業界を取り巻く関係もございますので、

必ずしも元通りに入札参加状況が改善されているかというと、もう一息かと思うところも

あるのでございますが、令和元年、令和２年を見ると少し改善の兆しは見ているかと考え

てございます。 

 続きまして、その下、（２）の今後の方針というところでございますが、平均総合評定点

については、先ほど申し上げましたが、品質確保がなされていると思ってございます。競

争性についても、先ほども申し上げましたが、今回、多少効果が表れているのではないか

というところをもう少し分析もしつつ、また、さらにアンケート等で実態も把握しながら、

より改善をしていこうと考えてございます。 

 また、最後のところになりますが、今、申し上げましたとおり、これまで実施してきま

した各種取組の効果の分析をして、来年度の評価審議において、事業の総括的な評価を行

いまして、市場化テストについては終了を検討してまいりたいと考えてございます。 

 説明は以上になります。 

○事務局 ありがとうございました。 

 続きまして、同事業の評価（案）について、総務省より説明いたします。 

○事務局 それでは、総務省の評価（案）について説明いたします。 

 １、事業の概要等ですが、ただいま説明がありましたので省略させていただきます。 

 ２の評価であります。市場化テストを継続することが適当である。一方、これまでの取

組における改善が大きく見られないことから、次回の評価において事業の総括的な評価を
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行う予定であります。 

 ２、（２）確保されるべき質の達成状況であります。評価対象業務は、実施要綱において

実績として認められた業務成績、６０点以上ということになっております。次のページの

表に書いておりますが、各年度６０点以上ということで質の確保はできておると考えてお

ります。また、民間事業者からの改善提案ですが、代表的なものをここに書いております

が、各年数件の報告がなされております。 

 （３）、実施経費についてですが、各年度実施業務、業務量及び実施期間等が異なるため、

直接的な比較をすることは困難であります。このため、平均応札者数、１者応札の割合に

より競争性の観点の評価、また、平均落札率の推移により、経費削減の効果について評価

を行っております。①、平均応札者数の推移ですが、４ページ目の表にありますが、市場

化テストに比べ、各年度で減少しております。②、１者応札の割合の推移であります。市

場化テスト前に比べ、それぞれ各年度、１者応札の割合が高くなっております。③、平均

落札率の推移になります。５ページの表にありますが、各年度、大体市場化テスト前に比

べ同等ということで、大きな改善は見られていない状況であります。 

 続きまして、（５）評価のまとめです。確保されるべき公共サービスの質に関しては、そ

れぞれ達成されております。また、民間事業者の改善提案により業務品質の維持向上が図

られています。一方、競争性の観点については、発注補助業務等において１者応札のみの

状況が継続しているほか、監督補助業務等について平均応札者数が減少しており、改善の

傾向が見込まれていません。また、経費削減の観点においては、全体の落札率は市場化テ

スト前に比べ、変化は見られておらず、大きな改善がなされたとは言いがたい状況であり

ます。 

 （６）、今後の方針です。競争性に課題が残っていることがありますので、次期において

も民間競争入札を実施することが望ましい。 

 続きまして、最後になりますが、なお、本業務は平成２４年度から民間競争入札を実施

していることから、これまでの取組における改善が大きく見込まれていないことから、次

回の評価において、事業の総括的な評価を行い、市場化テストの終了の可否も含めた結論

を得ることとしたいと考えております。 

 以上です。 

○事務局 ありがとうございました。 

 それでは、ただいま御説明いただきました事業の実施状況及び評価（案）について御質
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問、御意見のある委員の方は御発言をお願いいたします。 

○加藤専門委員 よろしいですか。加藤です。 

○事務局 加藤先生、お願いします。 

○加藤専門委員 御説明どうもありがとうございました。 

 評価については、特段意見はないです。 

 御説明の中で、提出していただいている表でもですけど、発注補助業務と技術審査補助

業務ですけども、これはいずれも１者応札で１００％だと思うんですけど、平成２３年度

も１００％だし、最近も１００％だと思うんですけど、これは民間企業の１者応札はある

んですか。それとも全てＳＣＯＰＥですか。 

 今、調べられなかったら、結局、来年度が最終だと思うので、そもそも民間が手を挙げ

にくい業務なのか、そうでもないけど、手を挙げてこないのか、そういったところの観点

も必要なのかという気がします。余りにも全部１００％で続いているというのは、明らか

にほかの業務と業務特性が少し違うのかと、業務の内容、詳細を把握していなくて、ざっ

くりとした統計情報だけなので、その点は僕には分からないんですけど、明らかに業務の

特性が違うのかということを感じたので、そういった観点を含めてどういった点で改善が

見込めるかというところを、引き続き御検討いただけるといいのかと思いました。よろし

くお願いします。 

○内藤建設企画室長 御質問ありがとうございます。すぐ民間企業というか、ＳＣＯＰＥ

以外で１者応札があったのかというところが手元に出てこなかったんですが、参考資料の

４ページを御覧いただきますと、小さい字の表が、真ん中の下ぐらいに横長の表があるん

ですけれども、こちらは令和２年度の入札状況、発注状況でございますが、１者応札の業

務別状況という表を付けてございます。４ページの上から３つある表のうち真ん中です。

１者応札の業務別状況という上の段のほうでございますが、令和２年のものを見ていただ

きますと、①の発注補助業務につきましては、全体２０件のうち、１８件が１者応札とい

うことで、２件だけですけど、２件は１者ではなく複数手が挙がっている状況になってご

ざいます。今、御指摘いただきましたとおり、民間が手を挙げやすい状況かというと１に

近い数字、１者応札に近い状態が続いておりますが、必ずしもほかのところが全く手を挙

げられないというわけではないと考えてございます。 

○加藤専門委員 ありがとうございます。 

○事務局 関野先生、お願いします。 
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○関野副主査 御説明ありがとうございました。今の資料なんですけど、参考資料の４ペ

ージです。令和２年と令和元年を比べているという表ですが、地域別でコメントのあると

おり、元年から比べれば改善というか１００％じゃないですというところがありますが、

関東は１００％が８２％になっていて、北陸も１００％から６７％になっていますよね。

なぜか中部は１００から１００で変わらないということなんですけど、何か原因があるん

ですか。今、言っていたとおり、例えば、発注補助業務が増えたとかなんか、地域別に見

て去年から見れば改善されているという理由が分かれば、もちろん全体的に見るなら、平

成２３年から見れば、ずっと悪化はしていますが。 

○内藤建設企画室長 そこは今年度の発注状況ということで、まだそこまで詳細な分析等

はできておりませんが、またこの夏、ヒアリング等をしながら状況を分析して、より競争

性を高めるような方策を考えてまいりたいと思っております。 

○関野副主査 お願いします。 

○今津品質確保企画官 補足をさせていただきます。 

 先ほど、地域ごとの１者応札の割合ということで御指摘をいただきました。今回、令和

２年度から地域精通度、要するに技術者の業務実績に求める加点で、管外もオーケーだと

いうことで要件緩和した結果、例えば、近畿ですとか中国ですとか四国における発注者監

督補助業務なんですけれども、こういったところについては、管外の実績を持ってきて手

を挙げられたということも事実上、効果としてございました。 

 詳細の分析はこれからさせていただこうと思うんですけれども、そういったことで地域

を超えての手の挙がり方もあったということで、今回、そこら辺が効果を得られたのでは

ないかと思っております。 

○関野副主査 ありがとうございます。 

○井熊主査 井熊ですけれども。 

○事務局 お願いします。 

○井熊主査 御説明ありがとうございました。 

 これは数字を見る限り、この分類における民間のほうが落札率とか競争率とか、いずれ

を見ても成績がいいと思うんですが、ＳＣＯＰＥのシェアが減らない理由はどのように分

析されていますか。 

○今津品質確保企画官 私見も交えて述べさせていただきますと、ＳＣＯＰＥがどうとい

うこともございますけれども、全国的に建設業界は技術者が不足しているという現状がご
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ざいます。昨年の６月に施行されました新・担い手三法も担い手の育成ですとか確保とい

うことを、国を上げて業界全体としても取り組むということで取り組んでおりまして、私

どもの今回の発注者支援業務のアンケート結果を踏まえても、どこの民間企業、ＳＣＯＰ

Ｅ以外の企業からも技術者が不足しているという結果が来ております。 

 それを踏まえた今回、担当技術者の加点の考え方を緩和するですとか、そういった取組

を行ったんですけれども、いまだ技術者不足というのは全国的に抱えている大きな課題と

いうことがございまして、そこら辺を徐々にいい方向に向かわないとＳＣＯＰＥの受注割

合も、要するに、ほかの民間企業が技術者を配置させて、入札参加に手を挙げるという状

況が整ってきた上でないと、そんな即座にはＳＣＯＰＥの割合も下がっていかないのかと、

少し私見を交えてですけれども、そう考えております。 

○井熊主査 ありがとうございます。 

○事務局 ほかにいかがでしょうか。 

 井熊主査、お願いいたします。 

○井熊主査 本件につきましても、また分析を加えて御報告をいただくということなので、

継続するという方向で、先生方はよろしいですね。 

（「異議なし」の声あり） 

○井熊主査 それでは、事務局におかれましては、本日の審議を踏まえまして、継続とい

う方向で監理委員会に報告するようにお願いいたします。 

 本日はどうもありがとうございました。 

○事務局 ありがとうございました。 

（国土交通省退室） 

 

―― 了 ―― 

 


